
表１　労使別・年度別労働相談件数　

　（　）は対前年度比(％)　［　］は構成比(％)　

  ※項目ごとに四捨五入を行ったため、合計と一致しない場合がある（以下同様）
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        　　 「その他」の内訳は、「再雇用」、「業務請負」及び「不明・その他」

表３　相談項目（１件の相談で、複数項目にわたる相談があるため相談件数を上回る。）
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(4.4%)

令和５年度［構成比％］
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5.2
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10.8
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2.9 501

5.6

5.9
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　表２　非正規労働者に係る労働相談件数
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表４　年度別相談項目上位５項目

［　］は相談項目総数に対する構成比(％)　

表５　年度別あっせん件数及び解決率　

（　）は対前年度比(％)　

表６　あっせんの内容（１件で複数項目にわたるあっせんがあるためあっせん件数を上回る）

［　］は構成比(％)　

表７　企業規模別あっせん件数　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［　］は構成比(％)　

表８　あっせんに要した日数別あっせん件数　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ［　］は構成比(％)

２　位

[9.8]

[11.5]

退　　職

[8.7]

7,851項目

職場の嫌がらせ

7,516項目

退　　職

３　位

令和６年度

73.4%

４　位

81件

解　　雇

２　位 ５　位

不明

92件

72.1%

[5.8]

292件

4,681項目

令和５年度

64.9%63.8%

10,280項目

[9.2]

職場の嫌がらせ職場の嫌がらせ

8,742項目１　位
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30～39日

24件

300人以上
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[8.2]

326件 257件
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退　　職
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解決件数 201件

解決率
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(△21.2）
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退　　職

38項目
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賃金不払

[6.9]
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［100.0］ [10.2]

あっせん項目総数
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令和４年度
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令和２年度
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区　分
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※令和２年度の「休業」（7,008項目）は、コロナ関連による増である
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[8.9]
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10日未満
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[34.3]
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91日以上
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あっせん事例

プライバシー保護のため事例は個人が特定できないようにしてあります

　相談者は副業で夜間のアルバイトとして勤務していたが、会社から突然、契約期間満了での退
職届の提出を求められた。相談者は、上司に「日中の業務が忙しく、シフトに入るのは難しくな
りそうだ」と話をしたことはあったが、退職の意向はなかったという。会社側からも当面のシフ
トが提示されたため、契約更新されたものと認識していた相談者は、会社に対して雇止めの撤回
を求めたが応じてもらえなかった。また、ダブルワークの労働時間通算による割増賃金も支払わ
れていないとして、センターに相談に来所した。

　センターが使用者に事情を聴いたところ、「相談者に退職の意思や退職日を確認済みで、再雇
用の提案としてシフトを提示したが合意に至らなかった。既に後任者も採用しているため勤務継
続は難しい」とのことであった。一方、入社前からの他社でのダブルワークは把握していたもの
の、勤務先や勤務時間の確認はしておらず、労働時間通算による割増賃金支払いについて認識不
足であったことを認めた。
　退職をめぐる経緯について労使の認識は大きく異なっていたが、両社とも問題の早期解決を望
むようになり、センターの調整によって、雇用期間満了の確認とダブルワークに係る割増賃金相
当額を含む解決金の支払い等を内容とする合意が成立し、あっせんを終了した。

【事例１】　試用期間としての有期労働契約と本採用拒否

　相談者は学習塾講師の正社員求人に応募した。入社時に、試用期間中は契約社員として１年間
勤務した後、問題がなければ正社員に契約変更するという説明を受け、１年契約を締結して業務
を開始した。しかし、契約期間満了の２週間前に、指導力不足を理由に本採用を拒否され、雇止
めとなった。相談者は、授業について注意を受けたのは１度だけでその後は特段の指導などはな
く、突然の雇止めには納得できない、としてセンターに相談に訪れた。

　センターが会社から事情を聴いたところ、「本人の適性や能力の不足から本採用できないと判
断した。授業や生徒への影響を避けるため、本人には直前の通告となった」とのことであった。
センターは、試用期間としての有期契約の終了は本採用拒否であり、合理的な理由が必要である
ことを説明し、改めて注意や指導の機会を設けたうえで雇用延長することはできないか検討を打
診したところ、会社から正社員としての雇用継続はできないが、金銭解決については検討すると
の意向が示された。これを相談者に伝えたところ、一定期間雇用延長されれば金銭解決に応じる
との意向を示したため、センターが雇用延長と退職条件について調整し、労使双方が合意に至っ
たため、あっせんを終了した。

【事例２】　ダブルワーク労働者の雇止めと割増賃金の未払い
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　相談者は正社員として採用され、３か月間の試用期間を経て、本採用となった。しかし、その
後、一方的に３か月契約に変更されたうえ、契約期間満了で雇止めの通知を受け納得できないと
して、センターに相談に来所した。

【事例３】　上司からのハラスメントを原因とする休職

　センターが会社に事情を聴いたところ、会社としては相談者の能力や勤務態度から継続雇用は
難しいと判断し、相談者に説明の上で３か月の契約に変更したものであり、契約期間満了で円満
に退社したと思っていたが、後から復帰したいと言い出して困っている、とのことであった。
　センターは、日本語での意思疎通に不安を抱える労働者の雇用管理には丁寧な対応が必要であ
ることや、一方的な契約変更や雇止めについての法的リスク等を説明したところ、一定の条件で
の合意退職を前提に調整する方向となった。
　調整の結果、会社は雇止め通知を撤回の上、別途労使で合意した退職日付けで勧奨退職とし、
退職日までは出勤不要とするとの提案があり、相談者もこれを受け入れたことから、あっせんを
終了した。

【事例４】　使用者からの一方的なシフト削減

　相談者は、医療法人でパートタイムの看護師として就労を開始した。勤務はシフト制で、前々
月末までに法人に希望を提出し、前月末にシフトが決定されていたが、診療の予約状況によって
勤務予定日の前日にシフトが一方的に変更・削減されることが続いた。院長に改善を求めたが対
応がなされず、２か月間で40時間以上のシフトが削減され、働くはずだった分の給料も支払って
もらえないとして、センターに相談に来所した。

　センターは法人に事情を確認し、一方的なシフト削減は使用者の都合による休業に該当するこ
とや、シフト制運用の留意点を説明し、問題解決に向けた対応と今後の運用改善を要請した。そ
の結果、法人側から相談者に対し、シフト削減分の休業手当を支払うとともに、今後はシフト制
を適切に運用していく旨の説明があった。相談者も「しばらく様子を見ていく」として勤務を継
続することとなり、あっせんを終了した。

【事例５】　外国人労働者の正社員から有期雇用への変更と雇止め

　相談者は正社員として勤務していたが、上司から攻撃的な言動をされたり、同僚の前で長時間
にわたり大声で罵倒されたことで、心身に不調をきたすようになり、療養が必要との診断を受け
て休職するに至った。相談者は上司の言動について社内のハラスメント相談窓口に相談したが、
会社はハラスメントの事実は認めたものの、調査内容の詳細や上司への処分等について一切説明
してもらえなかったことから、会社の対応に納得できず、復職後もまたハラスメントを受けるの
ではないかと不安であるとして相談に来所した。

　センターが会社に事情を聴いたところ、会社として調査を実施し、上司から相談者に対し人格
を否定する発言があったことを確認したため、当該上司には厳重注意処分を行ったとのことで
あった。また、相談者の復職先については、本人の希望を踏まえて検討中であり、上司について
も別部署への異動とし、相談者との接触がないように勤務場所も変える方向で対応予定であると
の回答であった。
　センターが相談者に会社回答を伝えたところ、完全に納得できるものではないものの、一定程
度安心して働ける環境が整ったため、復職して頑張っていきたいとの意向が示され、あっせんを
終了した。
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